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令和６年度委託訓練の業務内容について 

 

１ 委託訓練に係る基本事項 

この委託訓練は、職業能力開発促進法に基づく公共職業訓練を、福島県が民間の教育

訓練機関等に委託して実施するものです。 

受託者は、福島県に代わり、求職者の再就職のため職業訓練を実施していただくこと

となります。 

なお、受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、公共職業

安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者です。どのコースにおいても介

助なしで通所及び受講ができる障がい者が受講する場合もあります。受け入れられる障

がいの程度については、テクノアカデミー、委託先候補者、公共職業安定所で協議する

こととします。 

 

２ 委託訓練の目的 

この委託訓練は、公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示、

受講推薦又は支援指示を受けた離職者等を対象として、就職に必要な知識と技能を習得

するために実施します。 

訓練生全員が就職を支援する期間内に就職できることを目標とします。 

 

３ 委託業務 

 （１）訓練 

① 学科訓練と実技訓練の指導 

② 訓練生の訓練実施状況の把握と習得度が向上するための個別指導 

③ その他、訓練の実施に伴う適切な指導 

 （２）就職支援 

① 履歴書、職務経歴書等の作成の指導 

② 面接指導 

③ キャリアプラン考察、キャリアカウンセリング、ジョブ・カードの作成支援 

④ 求人情報の提供 

⑤ 求人開拓・職業紹介（職業紹介の届出または許可を受けている場合に限る） 

⑥ 訓練修了後の就職活動支援 

⑦ その他、業界セミナー、イベント等の案内など、就職を支援するための取組み 

 （３）訓練事務 

① 訓練生の欠席・遅刻・早退・外出の管理と書類提出指導 

② 出席簿・指導日誌の作成と記録（出席簿と指導日誌は、①の書類と整合が取れ

ていること） 

③ 訓練生実施状況報告書の作成と提出（訓練実施日からひと月ごとに報告） 

④ 訓練実施に伴う変更等があった場合の届出及び訓練生への連絡（特に、企業実

習を伴う訓練がある場合は、実習計画書を実施前までに必ず提出する） 

⑤ 就職（内定）者の各種証明書等の添付確認及び提出指導 

⑥ 訓練生の中途退校に係る事務処理と提出指導  

⑦ 委託訓練実績報告書の提出 
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⑧ その他、本校が必要とする書類の提出 

 （４）雇用保険等事務 

訓練生の雇用保険等申請書類と各種証明書等の添付確認及び提出指導を行う  

（前月の受講証明書は、本校が指定した日（月初めに指定した日）までに指定した

方法で提出する） 

① 通所届や住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理と提出指導 

② 受講証明書に係る事務処理と提出指導 

③ その他、訓練生の公共職業安定所への提出書類の事務処理と提出指導  

④ 訓練手当、職業訓練受講給付金の申請に係る事務処理と提出指導  

 （５）その他各種手続き 

① その他、委託訓練実施に伴う各種手続きが発生した場合は、本校に連絡または

報告等を行う。 

 （６）危機管理等 

① 委託訓練の実施にあたっては、訓練中または通校途上の事故の防止等、訓練生

の安全衛生について十分配慮すること。 

② トラブルや災害、事故が発生したときは、迅速に対応するとともに、速やかに

本校に連絡すること。 

③ その他、天災等によりやむを得ない理由により休校する場合は、本校と協議を

行う。 

 （７）その他、委託訓練の実施に伴う業務 

① 訓練生募集にかかる広報への協力 

② 訓練受講申込者選考への協力 

③ その他、委託訓練の実施に伴い、本校が認める事項及び本校が実施する事項へ

の協力を行う。 

 

４ 訓練スケジュール、訓練時間の設定 

（１）訓練スケジュールは、平日の週５日、１日当たり６～７時間を標準とする。なお

職場実習を伴う訓練の実習期間は、実態に合わせて８時間としても差し支えない。

土曜日と日曜日、祝日、本校指定日（８月１３日～１５日を中心とした期間、１２

月２９日～1 月３日を中心とした期間、定期的な休校日）は休校日とする（これ以

外の休校日を設定する場合は、本校と協議すること）。 

   また、訓練時間は、原則として５０分（ただし、休憩時間を除く。）を１時限と

して算定して差し支えないものとする。ただし、介護職員初任者研修事業の科目に

ついては、「福島県介護職員初任者研修事業実施要綱」に定める時間として差し支

えない。訓練に必要な訓練期間、総訓練時間及び１か月（算定基礎月）当たりの訓

練日数、訓練時間数は、原則として次表のとおりとする。 
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コース 
訓練科目 

訓練 

期間 
総訓練時間 

１か月当たりの訓

練日数、訓練時間 

知識等習得 

コース 

パソコン基礎科 

パソコン応用科 

経理事務基礎科 

医療事務科 

介護職員養成科 

３か月 ３２４時間以上 

平均１０８時間以

上 

 

※１か月の訓練時

間は１００時間を

下回らないこと。 

パソコン実践科 

ＩＴ実践科 

経理事務科 

４か月 ４３２時間以上 

Ｗｅｂデザイン科 

ＣＡＤオペレータ科 
５か月 ５４０時間以上 

日本版デュアル 

システムコース 

介護職員養成実践科 ３か月 ３２４時間以上 

パソコン事務実践科 ４か月 ４３２時間以上 

※ 知識等習得コースでは、上記総訓練時間内に就職支援に係る内容（２４時間以上）を 

含めること。 

※ 日本版デュアルシステムコースでは、上記総訓練時間内に訓練導入講習（２４時間～ 

６０時間以内）を含めること。 

※ 日本版デュアルシステムコースの企業実習は、１か月で設定すること。 

※ 上記総訓練時間内にオリエンテーションの時間数（２時間×２、計４時間）を含め、 

訓練開始日と訓練終了日に実施すること。 

※ 入校式、修了式の時間及び資格試験の時間は、上記の訓練時間に含まない。 

※ １か月の訓練時間は１００時間を下回らないこと。（祝日、ゴールデンウィーク、お盆、

及び年末年始の休校日が該当することにより１００時間未満になる場合は除く。ただし、

この場合も 1 か月当たり平均１０８時間以上とすること。） 

 

（２）２月目以降は、訓練開始日に応当する日から７日以内に半日休（または休校日）を

設定すること。 

 

５ カリキュラム 

（１） 職業能力開発促進法施行規則第９条に規定する短期課程の普通職業訓練（通信の 

方法によって行う訓練を除く）として求職者に必要な知識・技能等の職業能力を付 

与するものであること。 

（２）教育訓練の目標、仕上がり像及びカリキュラム内容が就業に資するための技能・ 

技術の習得であること。 

（３）カリキュラムの内容は、訓練目標（仕上がり像）と整合性を有するものであるこ 

と。なお、職業能力開発促進法施行規則第１１条の規定に基づく適切なものであっ 

て、次のいずれにも該当しないものであること。 
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① 直接、職業能力の開発・向上に関連しないものや、一定の関連性があっても、

一般的に趣味・教養・生活等との関連性が強いもの、職業能力のごく一部を開発・

向上するに過ぎないもの、通常の就職に当たって特別の訓練を要しないもの。 

② 概ね高等学校普通科の教育までで習得できる基礎的、入門的水準のもの。 

③ 通常の雇用・就業形態を勘案した場合、その職業能力を習得したとしても安定

した雇用･企業等に結びつくことが期待し難いもの。  

④ 業務独占又は業務独占的資格の有する職業に係るものであって、当該資格取得

に資するために１年以上の訓練設定が必要なもの。 

⑤ 資格取得を目的としたもののうち、当該資格の社会的認知度が総じて低いもの、 

 合格者が相当程度少なく、かつ、総量規制がなされているもの、専ら公務員とし 

ての就職の要件となっているもの。 

⑥ 医療行為及び医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施上、身体への

接触が不可避なもの。 

⑦ その他、就業に必要な職業能力習得に資する訓練設定とするためには、委託訓

練期間、委託費等の要件に明らかにあてはまらないものとなるもの。 

（４）カリキュラムの内容に介護職員初任者研修の内容が含まれる介護職員養成科の場

合は、福島県介護職員初任者研修事業実施要綱の内容を満たすものであり、福島県

知事の承認を受けたもの、または、承認を受ける見込みであること。  

（５）訓練カリキュラムの科目で企業実習を行う場合は、「企業実習（再委託先）事業

所の選定について」に基づき設定すること。 

（６）パソコン基礎科については、別紙資料 No.6「令和６年度委託訓練標準カリキュラ

ム」に基づき作成をするが、標準科目も含め独自の科目と内容を提案することも可

能とし、カリキュラムの特色を表現するサブタイトルを付記すること。なお、委託

候補先選定後に訓練生募集チラシに付記するサブタイトルを本校と協議のうえ決定

する。（ただし、契約書上は「パソコン基礎科」の科名で統一する。） 

 

 

６ 訓練の実施施設・設備 

（１）教室の面積は、訓練生１人当たり２．０㎡以上であること。 

（２）訓練生が快適に訓練を受講できる照明、空調・換気、トイレ等施設・設備が整備  

されていること。 

（３）教室には、訓練に必要な訓練生用の机、イス及びホワイトボード等が必要数設置  

されていること。 

（４）カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合は、次の条件を満たして

いること。 

① パソコンについては、１人１台の割合で設置されていること。 

② ソフトウェアについて使用許諾契約に基づき、適正に使用できるものであるこ

と。 

③ ＯＳはメーカーサポートの対象となるバージョンであること。 

④ 使用ソフトのバージョンは、メーカーサポートの対象となるバージョンである

こと。 

⑤ パソコンを使用する教室はＯＡ対応フロア又はパソコンの配線が固定され安
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全措置が執られていること。 

⑥ プリンターは、訓練生１５人に１台（レーザープリンターの場合は２０人に１

台）以上の割合で設置すること。 

⑦ 講師のパソコン画面を訓練生が常時確認できるようビデオプロジェクター等

が設置されていること。 

⑧ ＬＡＮシステムが構築されていること。（ただし、医療事務・介護系訓練科を除

く。） 

⑨ 全てのパソコンがインターネットに接続できること。（ただし、医療事務・介

護系訓練科を除く。） 

 

７ 事務局体制 

（１）委託訓練の実施体制として運営責任者が常時、配置されていること。 

（２）委託訓練の実施体制として訓練生の個人情報管理など適切に取り扱う情報管理者

が訓練実施施設ごとに常時、配置されていること。 

（３）訓練生の質問、苦情等に適切に対応できる苦情処理担当者が訓練実施施設ごとに

配置されていること。 

（４）委託訓練に係る事務担当者が訓練実施施設ごとに常時、配置されていること。 

（５）委託訓練実施中及び訓練終了後の就職支援体制として適切に対応できる就職支援

責任者が配置されていること。 

 

８ 指導体制 

（１）講師は、職業訓練指導員免許を有する者又は学歴、実務経験等の要件に適合する

など、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者であること。学歴、実務

経験等の要件に適合するとは、職業能力開発促進法第３０条の２第２項の規定に該

当する者等であり、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者（担当する

科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者、学歴又は資格によって担当

する科目の訓練内容に関する指導能力を明らかに有すると判断される者等職業訓練

の適切な指導が可能な者を含む。）であること。 

（２）講師の人数は、実技の指導にあっては、訓練生１５人までは１人、１５人を超え

るときは２人以上（補助を含む。）が配置されていること。また、学科の指導にあっ

ては、訓練生３０人までは１人、３０人を超えるときは２人以上が配置されている

こと。 

なお、必要に応じて補完講師を充実させるなど、訓練生の理解力の向上に努める

こと。 

（３）就職支援業務を適切に運営できる組織体制を備えており、ジョブ・カードを活用

したキャリアコンサルティング及び職業能力評価ができるジョブ・カード作成支援

体制が整備されていること。具体的には次の要件を満たしていること。 

ア 就職支援責任者を設置すること。就職支援責任者は、キャリアコンサルタント

（職業能力開発促進法第３０条の３に規定するキャリアコンサルタント）、キャ

リアコンサルティング技能士（１級又は２級）、または職業能力開発促進法第２８

条第１項に規定する職業訓練指導員免許を有する者であることが望ましい。 

イ 就職支援責任者は、訓練を実施する日数のうち５０％以上の日数は、当該訓練
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実施施設においての業務が行えること。 

ただし、企業実習期間中については、訓練実施施設に限らず、適切な就職支援

が可能な場所において業務を行うことができるものとする。 

なお、実施にあたっての注意点は以下のとおりとする。 

① キャリアコンサルティングは訓練期間中に３回以上実施することが望ましい

が、実施に当たっては、訓練生の意向等を踏まえつつ、効果的な就職支援とな

るよう適切な時期を選ぶこと。 

② 職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートの作成手順については、独立行

政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が作成した「求職者支援制度における

職業能力証明（訓練成果・実務成果）・自己評価シート作成マニュアル」を準用

すること。 

 

９ 個人情報の保護 

（１）訓練生の状況、就職状況調査の内容は、訓練生の個人情報であるため、「個人情

報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）に基づく、個人情報の適切な

管理を行うこと。 

（２）委託業務の実施にあたり、知り得た訓練生に関する個人情報については、第三者

に漏らしてはならない。 

（３）個人情報の管理については、資料№７－１～６契約書（案）の別記「個人情報取

扱特記事項」による。 

 

１０ 自己負担額 

（１）訓練生の自己負担額は、教科書や教材等に要する経費とし、できるだけ少額とな

るよう配慮すること。 

  教科書・教材代は、訓練期間が 3 か月のものにあっては２０，０００円（内税）

程度を標準とし、３か月を超える場合は１か月当たり５，０００円（内税）程度を

加算してもよいこととする。 

 

１１ 就職状況報告等 

（１）訓練終了時及び訓練終了１か月後、終了３か月後における、訓練生それぞれの就

職状況を速やかに報告すること。 

（２）（１）のほか、資格取得状況等、訓練コースごとに必要となる報告については、本

校が定める期日までに提出すること。 

 

１２ その他 

（１）訓練コースの受講申込締切時点で、応募者数が開講可能最少人数を下回った場合

は、本校と委託先候補者と協議を行うことがあり、その協議の状況により、訓練の

実施を中止する場合がある。また、選考を行った結果、開講可能最少人数を下回っ

た場合は訓練を実施する場合もある。 

（２）契約締結後のカリキュラム、訓練日程、訓練時間、住所の変更を伴う訓練場所等

の変更は原則、認められない。やむを得ず変更が生じた場合は、速やかに本校と協

議すること。 
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（３）「令和６年度委託訓練の業務内容について」に定めのない軽微なものについては、

本校の指示によるものとする。 

 （４）障がい者委託訓練事業として契約できるコースは、資料 No.１  １のとおり、訓練 

期間が年度をまたぐ訓練を除く（１）離職者等再就職訓練事業における職業訓練（知  

識等習得コース）及び（２）離職者等再就職訓練事業における職業訓練（知識等習 

得コース（託児サービス付加コース））である。 

     



 

- 8 - 

 

令和６年度委託訓練の業務内容について（コース別） 

 

離職者等再就職訓練：知識等習得コース 

 

１ 目的 

離職者等に対して職業訓練を実施し、多様な職業能力の習得機会を提供することによ

り、早期再就職の促進を図ることを目的とする。 

 

２ 受講対象者 

受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、公共職業安定所

長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。 

 

３ 委託業務に要する経費 

委託業務に要する経費については、委託訓練の実施に必要な訓練実施経費（委託費）

及び就職支援経費（報償費）を次のとおり支払うものとする。 

 （１）委託費の上限（個々の積み上げによる実費とする。） 

訓練生１人１月当たり ５０，０００円（外税） 

ただし、介護分野の委託訓練において、訓練生の就業希望に沿った複数（２か所

以上）の職場体験・見学等を実施した場合は、委託費の上乗せ（１人当たり１０，

０００円）を行う。 

    

   ◆ 委託費を上乗せする訓練コースの要件等 

   ① 対象訓練 

知識等習得コースのうち、生活援助従事者研修、介護職員初任者研修、居宅

介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修のいずれかを組み込んだ２か月以

上の訓練 

   ② 職場見学等の要件 

・ 職場実習、職場見学、職場体験(以下「職場見学等」という。)のいずれかを

実施すること（職業人講話のみは不可） 

・ 訓練生の就業先の希望(特別養護老人ホーム、グループホーム、デイサービ

ス、ショートステイ、訪問介護、障害福祉施設など)が多様であることを踏まえ、

複数（２か所以上）の職場見学等を行うこと 

③ 職場見学等の実施時間 

下限は６時間以上、上限は総訓練時間の２０％以内とする。 

④ 職場見学等の実施方法 

職場見学等は、原則として現場での実施を基本とするが、職場見学はオンラ

インでの実施も可とする。 

⑤ 実施報告 

訓練実施機関は、訓練終了後、「職場見学等実施報告書」（別途提示）を提出

すること。なお、訓練修了者（中途退校者であっても２か所以上の施設で職場

見学等を実施した者は含む）の８０％以上が２か所以上の施設において職場見

学等を実施した場合に上乗せの対象となる。 
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（２）訓練実施経費 

 ※単年度事業の訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。  

 

訓練実施経費  ＝  訓練生１人１月当たりの単価  × 訓練生数  × 訓練実施月数  

 介護分野の上乗せは上記訓練実施経費に「１人当たり１０，０００円×訓練生数」を加える。 

① 委託費支払い基準 

     委託費の額は訓練生１人につき訓練開始後１か月（訓練開始日又はそれに応当

する日を起算日とし、翌月の応当する日の前日までの区切られた期間を「１か月」

として取り扱う。以下「算定基礎月」という。）ごとに算定することとし、当該算

定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当する時間の訓

練を受講した者を対象に委託費を算定し（中途退校した場合、退校日以降を除く。）

支払いを行う（当該要件を満たす月について以下「支払対象月」という。）  

 また、算定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％に相当す

る訓練を受講していない場合であっても、訓練開始日から訓練終了日までの全訓

練期間（訓練生が中途退校した場合は退校までの期間）における訓練時間の８０％

に相当する時間の訓練を受講した者に対しては、全訓練期間について支払対象月

とする。 

② 支払額 

支払対象月に１人当たりの月額単価を乗じた額を支払うものとする。 

なお、訓練の開始日又はそれに応当する日を起算日とし、訓練生が中途退校し

た場合、又は委託契約を解除した場合等、あらかじめ定められた訓練終了日より

訓練が早期に終了した場合は、委託費の額は１か月ごとに算定し、当該支払対象

月について、訓練が行われた日（以下「訓練日数」という。）が１６日以上又は訓

練が行われた時間（以下「訓練時間」という。）が９６時間以上であるときは月額

単価とし、訓練日数が１６日以上又は訓練時間が９６時間以上のいずれにも該当

しない場合は、訓練をすべき日数（日曜日、国民の祝日その他委託先機関が休日

とした日（ただし、夏季冬季等の休日等を除く。）及び翌月の応当日の前日より前

に訓練が終了する場合にあっては終了日以降の日を除く。）を分母に、訓練日数を

分子にして得た率に、月額単価を乗じて得た額を当該月の支払額とする（１円未

満の端数は切り捨てる）。 

  

 ※年度またぎコースの訓練実施経費については、次のとおり支払うものとする。 

① 委託費支払い基準 

委託費の額は訓練生１人につき訓練開始後１か月（訓練開始日又はそれに 

応当する日を起算日とし、翌月の応当する日の前日までの区切られた期間を

「１か月」として取り扱う。以下「算定基礎月」という。）ごとに算定する

こととし、当該算定基礎月において、あらかじめ定められた訓練時間の８０％

に相当する時間の訓練を受講した者を対象に委託費を算定し（中途退校した

場合、退校日以降を除く。）、支払いを行う（当該要件を満たす月について

以下「支払対象月」という。）。また、算定基礎月において、あらかじめ定

められた訓練時間の８０％に相当する訓練を受講していない場合であっても、
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訓練開始年度におさまる算定基礎期間、次年度に支払いを行う算定基礎期間

を単位とし、それぞれの期間（訓練生が中途退校した場合は退校までの期間）

における訓練時間の８０％に相当する時間の訓練を受講した者に対して、当

該全期間について支払対象月とし、訓練開始日から訓練終了日までの全訓練

期間による算定は行わないこととする。 

② 支払額 

委託費の支払いは、事業年度ごとに分けて支払うものとし、訓練開始年度

は、当該年度末までの委託費を支払う。 

委託費の算出は算定基礎月を基本とし、算定基礎月が年度内に終了してい

る部分についてのみ訓練開始年度に支払う。算定基礎月が年度をまたぐ場合

は、訓練終了年度において支払う。 

                                     

（３）就職支援経費 

 就職支援経費は、就職支援経費就職率に応じて次のとおり支払うものとする。 

 ※ 就職者は原則として「常用」「臨時」「パート・アルバイト」「派遣」の就業形

態で就職した者とし、「日雇い」は含まないこととする。 

 

就職支援経費 ＝ 訓練生数 × 対象月数 × 下記基準に定める報償費  

※ 対象月数は、修了月を含む直前の６月 

※ 訓練生のうち中途退校者分については、訓練が行われた日について日割計算により得た額

とする。 

 

就職支援経費就職率  

＝ 対象就職者数 ÷ （訓練修了者 ＋ 対象就職者のうち中途退校就職者数）× １００  

 ※ 就職支援経費就職率は、上記の計算により得られた値とする。  

  

就職率 
訓練生１人１月当たりの就職支援報償費の額 

（外税） 

８０％以上 ２０，０００円 

６０％以上８０％未満 １０，０００円 

６０％未満 支給なし 

 

（注） 就職支援実施委託費の対象となる就職者は、訓練終了後３か月以内に就職（中退就職を

含む。）又は内定した者のうち、１週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、且つ「雇用

期間の定めなし」又は「４か月以上（雇い入れの日から換算して１２０日以上）」の雇用期

間により雇い入れられた者及び自営を開始した者のことを言い、内定者、常用労働のほ

か、パートタイム労働、派遣労働（一般労働者派遣事業（登録型派遣事業）の場合は、派

遣先に就業（就業予定は除く）した者に限る。）、それ以外の労働及び自営業（設立又は開

業し、かつ法人設立届出書又は個人事業開廃届出書の写しを提出した者に限る。）を含むも

のとする。  

また、受託者（委託先）関連機関への就職の場合は、雇用保険の加入者又は加入予定者に

限ることとし、雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写しを提出するものとする。  
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（４）デジタル訓練促進費 

 知識等習得コースのうち、デジタル分野の資格取得をめざす訓練において、次の

ア～ウの要件をすべて満たす場合に、エによりデジタル訓練促進費を支払う。 

ア 訓練で取得をめざす資格 

デジタル訓練促進費の対象となる資格は、WEB デザイン関係の資格とする。

（別紙１に該当するもの） 

イ 資格取得率 

 取得を目指す資格に応じて、以下のとおりとする。 

 WEB デザイン関係の資格   資格取得率５０％以上 

 

※資格取得率の算定方法  

  「資格取得率」  

＝新規資格取得者  ÷ （訓練修了者＋就職のために中退した新規資格取得者）×100 

 

※新規資格取得者とは、訓練修了者又は就職のために中退した者であって、訓練コース  

の目標に設定された資格について、訓練開始日以降で、かつ、訓練修了日の翌日から起  

算して３か月以内（就職のために中退した者については中退日まで）に取得した者とす  

る。ただし、訓練生が複数の資格を取得しても、新規資格取得者としては１人として数  

えるものとする。また、就職のために中退した新規資格取得者は、対象就職者であるこ  

とを要しないが、雇用期間が 1 箇月未満の雇用契約による就職者は除く。  

 

ウ デジタル訓練促進費就職率 

 上記（３）に定める就職支援経費就職率の算定方法と同様の方法により算出す 

る「デジタル訓練促進費就職率」が７０％以上。 

 

    エ デジタル訓練促進費の支払額 

     （ア）デジタル訓練促進費の単価は、訓練生１人１月当たり１０，０００円（外 

              税）とする。 

（イ）デジタル訓練促進費は、以下によって計算される額を支払う。 

  「デジタル訓練促進費」  

＝訓練生数 × デジタル訓練促進費 × 対象月数  

 

※「対象月数」は、訓練の全期間とする。ただし、「対象月」のうち、「支払対象月」に  

該当しない月がある者については、当該月を対象月数から除くこととする。  

 

離職者等再就職訓練：知識等習得コース（託児サービス付加コース） 

 

１ 目的 

  職業訓練を受講することによって、就学前の児童を保育することができない者が、託 

児サービスを利用することで職業訓練の受講の機会を得、早期再就職を促進することを
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目的とする。 

  また、本コースは離職者等再就職訓練事業（知識等習得コース）に託児サービスを付

加するコースであり、訓練生のうち利用対象者が受講する場合に実施する。 

 

２ 受講（利用）対象者 

  知識等習得コースの訓練生であって、次のいずれにも該当するものであること。  

（１） 就学前の児童の保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に看

護する者をいう。以下同じ）であって、職業訓練を受講することによって、当該児

童を保育することができない者、かつ、同居親族その他の者が当該児童を保育する

ことができない者。 

（２） 校長が、利用希望者から提出された託児サービス利用申込書等に基づき、当該訓練

受講に際し、託児サービスの利用が必要であると認めた者。 

 

３ 託児サービスの内容 

  利用対象者に対し、訓練期間中及び休憩時間中に、児童福祉法に定める保育所並びに

小規模保育事業、家庭的保育事業、一時預かり事業を行う施設及び就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成１８年法律第７７号)に定

める保育所型認定ことも園においては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和２３年厚生労働省令第６３号）を満たす保育内容を、同法に定める幼保連携型認定

こども園においては、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関

する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号）を満たす保育内容

を、同法に定める幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園、認可外保育施設

においては、認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月２９日

付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発第１７７号）を満たす保育内容を提

供すること。 

  託児サービス提供機関等が提供する保育施設は訓練施設から半径５ｋｍ以内にあるこ

と。半径５ｋｍを超える場合には、訓練施設までの送迎若しくは半径５ｋｍ以内の場所

に児童の受け渡し場所を設けること。 

  なお、授乳・補水補助については託児サービス提供内容に含むものとする。食事等の

補助については、託児サービス提供機関等と協議のうえ、託児サービスの提供内容に含

むものとするか否かを決定すること。 

  また、託児サービス提供内容については、訓練生募集等に際に必ず書面にて訓練生に

周知すること。 

 

４ 託児サービスの提供方法 

  託児サービスの提供方法は、次のいずれかによることとする。 

（１） 施設内託児サービス 

委託訓練を実施する機関（以下「訓練実施場所」という。）の施設内において、

訓練実施機関自らが又は委託により、託児サービスを提供する。 

（２） 施設外託児サービス 

訓練実施場所の施設外において、訓練実施機関自らが又は委託により、託児サ

ービスを提供する。 
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この場合であっても、原則として訓練生自らが施設外託児サービス提供場所ま

で児童の送迎を行う必要があること。 

 なお、訓練実施場所の近隣において施設外託児サービスの提供ができない場合、

訓練実施場所には訓練生と施設外託児サービス提供機関との間で引き渡しを行

う場所を設け、施設外託児サービス提供機関は送迎中の安全に配慮のうえ、その

場所まで児童の送迎を行う等、必要に応じて対応すること。 

 

５ 託児サービス提供機関の設定 

  託児サービス提供機関は、以下の（１）から（３）までのいずれにも該当する機関で

あること。 

（１） 児童福祉法又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に定める下記①～⑥のいずれかの施設であること。 

① 保育所（保育所型認定こども園を含む）（児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を満たしているものであって、原則として保育所で行われる一時預かり

保育に限る。ただし、これにより難い場合は、別途協議する。） 

② 小規模保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２

６年厚生労働省令第６１号）を満たしているものであって、原則として小規

模保育事業で行われる一時預かり事業に限る。ただし、これにより難い場合

は、別途協議する。）  

③ 家庭的保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を満たし

ているものであって、原則として家庭的保育事業で行われる一時預かり事業

に限る。ただし、これにより難い場合は、別途協議する。） 

④ 幼保連携型認定こども園（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営に関する基準を満たしているものであって、原則として幼保連

携型認定こども園で行われる一時預かり事業に限る。ただし、これにより難

い場合は、別途協議する。）  

⑤ 認可外保育施設（幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園を含

む）（認可外保育施設指導監督基準を満たしているものに限る。） 

⑥ 一時預かり事業を行う施設（児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１

１号）に規定する基準をみたしているものに限る。） 

（２） 託児サービス提供機関自らが、託児中の事故に備え、傷害保険、賠償責任保険に

加入すること（保育を受ける児童及び保育者の双方を対象としたもの） 

（３） 児童福祉法等の関係法令及び通知を順守すること。 

 

６ 委託業務に要する経費 

  委託業務に要する経費については、委託訓練の実施に必要な訓練実施経費（委託費）、 

託児サービス委託費（委託費）及び就職支援経費（報償費）を次のとおり支払うものと  

する。 

（１） 委託費の上限 

① 訓練実施経費（個々の積み上げによる実費とする。） 

訓練生１人１月当たり ５０，０００円（外税） 

ただし、介護分野は離職者等再就職訓練（知識等習得コース）に準ずる。  
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② 託児サービス委託費 

託児サービスに係る委託費の単価は、託児サービス提供機関における一般利用者

の利用単価以下（委託先機関自らが訓練生のみに対して託児サービスを提供する

場合は個々の積み上げるによる実費）であることとし、算定基礎月ごとに児童１

人１月当たり ６６，０００円（外税）を上限とする。 

また、一時的利用期間及び算定基礎月が１月に満たない期間の託児サービス

単価については、１日当たり３，３００円（外税）を上限とする。  

訓練生の託児サービスの利用料は無料とするが、託児サービス利用料には含ま

れていない食事・軽食（ミルク、おやつを含む）代、おむつ代等、実費分につい

ては保護者（訓練生）の負担とすることができる。  

なお、保護者（訓練生）の負担となる実費分については、訓練生募集等の際に

書面にて訓練生に周知すること。 

（２） 訓練実施経費 

訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。  

訓練実施経費＝訓練生１人１月当たりの単価×訓練生数×訓練実施月数  

① 委託費支払い基準 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払基準に準ずる。 

② 支払額 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

（３） 託児サービスの委託費 

託児サービスの委託費は、次のとおり支払うものとする。 

託児サービス委託費＝児童１人１月当たりの単価×児童数×訓練実施月数又は、 

託児サービス委託費＝児童１人１日当たりの単価×児童数×利用日数  

① 委託費支払い基準 

訓練実施経費同様の支払基準は設けない。 

※ 託児児童ごとに支払われるもので、「あらかじめ定められた訓練時間の８０％ 

に相当する時間の訓練を受講した者を対象に委託費を算出すること」は適用し

ない。 

② 支払額 

支払対象月に児童１人当たりの月額単価を乗じた委託費又は利用日数に児童１

人当たりの日額単価を乗じた委託費を支払うものとする。 

また、中途退校等による早期終了及び訓練生の事情により託児サービスの利

用を中止した場合の取り扱いについては、当該日が属する算定基礎月における

訓練をすべき日数を分母に、訓練実施日数（訓練生の事情により託児サービスの

利用を中止した場合は中止した日までの訓練実施日数）を分子にして得た率に託

児サービス単価を乗じることにより算出して得た額を、支払うことを原則とする

（１円未満の端数は切り捨てる。）。ただし、離職者等再就職訓練（知識等習得コ

ース）の支払額に準ずる。 

（４） 就職支援経費 

① 就職支援経費の支払基準 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払い基準に準ずる。 

② 支払額 
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離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

 

７ デジタル分野の資格取得を目標とするコース 

  託児サービス付加コースにおいて、デジタル分野の資格取得をめざす訓練を実施する

場合の、デジタル訓練促進費の支払については、離職者等再就職訓練（知識等習得コー

ス）における支払い要件等に準じる。 

 

離職者等再就職訓練：日本版デュアルシステムコース  

 

１  目的  

  離職者等に対して座学訓練と企業実習を実施し、多様な職業能力の習得機会を提供する

ことにより、早期就職の促進を図ることを目的とする。 

 

２  受講対象者 

  受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、キャリアコンサ

ルティングを受けた結果、企業実習を通じた実践的な職業訓練の受講が必要と公共職業

安定所長に判断され、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者

であること。 

   

３  委託業務に要する経費 

  委託業務に要する経費については、委託訓練の実施に必要な訓練実施経費、訓練導入

経費及び評価手数料を次のとおり支払うものとする。 

（１） 訓練実施経費の上限 

訓練生１人１月当たり ６０，０００円（外税） 

（２） 訓練実施経費 

訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。 

 

   訓練実施経費＝訓練生１人１月当たりの単価×訓練生数×訓練実施月数  

 

① 訓練実施経費支払い基準 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払い基準に準ずる。 

    なお、訓練実施経費については、訓練導入講習が当該訓練において一体的に実施

されるものであることを鑑み、訓練導入講習と当該月の座学訓練又は企業実習の訓

練時間と合計して算出する。 

② 支払額 

離職者等再就職訓練（知識等習得コース）の支払額に準ずる。 

（３） 訓練導入経費 

訓練導入講習の費用として訓練生１人当たり８，０００円（外税）を支払うものと

する。ただし、訓練生が途中退校した等により訓練導入講習が行われた時間が、規定

する訓練時間を下回った（２４時間未満）場合には支払わないものとする。 

訓練導入経費は、受講人数に基づいて支払いを行うが、訓練生本人に対して講習さ

れたことが確認できる書類を提出すること。 



 

- 16 - 

 

（４） 評価手数料 

企業実習終了後に訓練生の職業能力評価を行い、職業能力証明（訓練成果・実務成

果）シートを発行した場合には、評価手数料として訓練生１人当たり４，８８０円（外

税）を支払うものとする。ただし、訓練生が途中退校した場合等により当該訓練生に対

する職業能力評価を行わなかった場合には、当該者分の評価手数料は支払わないもの

とする。 

評価手数料は、職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートの発行人数に基づいて

支払を行うが、職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートの写しを添付する等、訓

練生本人に対して職業能力証明（訓練成果・実務成果）シートが発行されたことが確

認できる書類を提出すること。 

 

４ 訓練導入講習 

  カリキュラムの内容に「訓練導入講習」を設定し、訓練受講の目的を明確化して就職

意欲を喚起するとともに対象者の職業能力を効果的に高めるための講習を行うこととし、

その講習時間は、２４時間以上６０時間以下の範囲とする。 

  訓練導入講習部分は、委託先機関が直接実施することを原則とするが、本校の承諾を

得て適切な者に再委託して実施することができるものとする。また、訓練導入部分の内

容については、次の①から⑤までに揚げる内容を盛り込むこととする。なお、③に揚げ

る内容については必ず実施するものとする。 

① 訓練の修了後に予想される就職先の職種に関する求人、労働条件、必要な免許・

資格・実務経験等、雇用の状況に関する理解の促進に資するもの。 

② 訓練の修了後に予想される就職先の職種について、企業等が求める人材像の理解

の促進になるもの。 

③ 訓練の修了後に予想される就職先の職種について、関係事業所を訪問しての現職

従事者との意見交換、模擬実習体験等当該職種の職業体験機会となるもの（単なる

事業所見学にならないよう留意すること。）。 

④ 訓練の受講意欲の喚起となるもの。 

⑤ 職業に必要なビジネスマナーの向上に資するもの。 

 

５ 企業実習 

   企業実習については、「企業実習（再委託先）事業所の選定について」を参照するこ

と。 

 

障がい者委託訓練:知識・技能習得訓練コース            

 

１ 目的 

障がい者に対して職業訓練を実施し、多様な職業能力の習得機会を提供することによ

り、就業における自己理解及び早期再就職の促進を図ることを目的とする。 

なお、この事業は「離職者等再就職訓練（知識等習得コース）」において、一般離職者

との混合訓練として計画している。 

 

２ 受講対象者 
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 受講対象者は、公共職業安定所に求職申込を行っている者であって、障がい者（障害

者の雇用の促進等に関する法律第２条第１号に規定する障がい者）を対象として、公共

職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。一般離職者と

の混合訓練の受講に耐えられる者（介助が不要で、他者とのコミュニケーションが取れ

る者など）であること。 

※ 障がい者の受講については委託先候補者と協議の上決定することとする。 

 

３ 訓練会場の設備 

  受講対象者を一般離職者との混合訓練の受講に耐えられる者としているため、委託訓

練の訓練会場設備は、障がい者用でなくても良い。 

 

４ 委託業務に要する経費 

 委託業務に要する経費については、訓練実施経費（委託費）及び就職支援経費（報償

費）を次のとおり支払うものとする。 

（１）委託費の上限 

訓練生１人１月当たり ６０，０００円（外税） 

 （２）訓練実施経費 

訓練実施経費は、次のとおり支払うものとする。 

 

訓練実施経費  ＝  訓練生１人１月当たりの単価  × 訓練生数  × 訓練実施月数  

 

 なお、訓練生が中途退校までに実施した訓練時間数が総訓練時間数に対して８０％

に満たない場合は、契約書により定めた１人当たりの委託契約額を総訓練日数（計画

日数）で除して委託日額（円未満切捨て）を算定し、訓練開始日から中途退校日まで

に訓練を行った日数（遅刻、早退及び欠席があった日も含む）を乗じることによって

算出された額とする。 

 

（３）就職支援経費 

   就職支援経費は、訓練修了後の安定的な雇用に係る就職者数に応じて支払うものと 

する。 

① 就職支援経費の支給額 

就職者１人当たり２０，０００円（外税） 

② 対象となる就職者 

以下のいずれにも該当する者。 

ア 訓練終了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して３か月日以内（以下

「対象期間内」という）に雇用保険の一般被保険者として内定を受けた者若しく

は雇用された者又は雇用保険適用事業主となった者。 

 ただし、対象期間内に、１週間の所定労働時間が２０時間未満であるなど対象 

就職者に該当しない労働条件で就職したものの、同期間内に労働条件の変更が行 

    われたことにより雇用保険の一般被保険者として内定を受けるなどした場合は、 

対象就職者に該当する。 

イ 登録型派遣事業による派遣される場合、対象期間内に派遣先に就業した者。 
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ウ 障がい福祉サービス（就労継続支援事業所Ａ型等）に雇用された者でないこと。 

 

企業実習（再委託先）事業所の選定について  

 

１．趣旨 

訓練カリキュラムの科目で企業実習を行う場合、企業実習（再委託先）事業所について

は、座学訓練を実施される民間教育訓練機関等において、座学訓練で行った訓練内容に関

連する実践的な内容の訓練を行っていただける事業所を開拓していただき、公共職業訓

練として実施することとしているが、この事業所の開拓に当たっては、次の「２．企業実

習（再委託先）事業所の要件」を留意すること。 

 

２．企業実習（再委託先）事業所の要件 

（１）企業実習（再委託先）事業所の要件及び訓練の実施場所 

① 企業実習（再委託先）事業所とは企業や NPO 法人等であり、受託者とは別法人

に再委託することを原則とする。 

② 訓練の実施場所は、再委託先事業主の事業所である事務所や工場となる。 

ただし、建設現場等へ移動し企業実習を行う場合はこの限りではない。 

③ 企業実習（再委託先）事業所は、安全衛生に関して、労働基準法及び労働安全衛

生法の規定に準ずる取扱いを行う必要がある。 

④ 雇用保険適用事業所であること。 

⑤ 契約後実施する企業実習先の決定は委託者「福島県」を甲とし、受託者を乙とし、

甲乙協議し別々に定める。 

※ 企業実習（再委託先)事業所との打ち合わせの際は、企業実習先を訪問し、必ず実習

環境を確認すること。 

（２）定員 

   企業実習を行う実習環境等により効果的な訓練が期待できる訓練生数であること。 

（３）訓練機関、訓練時間 

  ① 企業実習は、公共職業訓練として実施すること。また、訓練実習期間は,１か月を

超えない範囲で行う。ただし、一つの訓練科について、企業実習（再委託先）事業

所が複数ある場合は、同一科に係る訓練生の訓練期間が同一になるよう設定するこ

と。 

  ② 企業実習（再委託先）事業所における就業規則に基づいて定められた就業時間内

で行う。 

なお、訓練生には定められた訓練時間外の訓練を受講させることはできない。 

③ 時間外、夜間、泊り込み等による訓練は実施できない。ただし、当該職種におい

て、夜間の就業が通常である等、特に必要である場合を除く。 

（４）訓練対象職務 

企業実習（再委託先）事業所で行う訓練は、通常生産等活動を行っている事業内容に

係る職務である必要があり、また、当該職務において、座学訓練で習得した知識・技

術・技能に加え、実践的な能力の習得が付与されるものであること。 

（５）訓練方法 
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訓練の方法は、企業実習を主体とする訓練であること。 

なお、「企業実習」とは、企業実習（再委託先）事業主の事業所（事務所や工場）で

実際に仕事をしながら、仕事に必要な能力を身に付けることをいう。 

（６）訓練内容 

① 企業実習（再委託先）事業所で行う訓練の内容は、民間教育訓練機関で行った座

学の訓練内容と関連する内容であること。 

② カリュキラム内容は、教育訓練の目標、仕上がり像と整合性を有するものである

こと、また、安全衛生に関する知識技術の習得を目的としたカリュキラムを含んで

いること。 

③ 誰でも即従事できる単純反復作業は、訓練に馴染まないので実施できない。 

④ 企業実習（再委託先）事業所と外部の企業実習場所との移動や営業関係等訓練に

おける移動に伴う自動車等の運転は、職業能力の習得に直接結びつかないため、訓

練生に行わせることはできない。 

⑤ 特別の法律に基づかない医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施上身

体への接触が不可避なものは、実施できない。 

（７）講師 

① 講師は、企業実習（再委託先）事業主に雇用されている者であること。 

② 訓練担当者と訓練生の割合は、１対１であることが望ましいが、少なくとも訓練

担当者１人に対し、訓練生は、概ね３人の割合で配置されていること。 

③ 講師となる従業員の方は、職業訓練指導員免許有資格者又は職業能力開発促進法

第３０条２の第２項に該当するものと認められた者等であること。 

なお、該当者がいない場合は、教える内容について熟知しており、かつ、適切に

指導することができる者であること。 

 

参考：職業能力開発促進法第３０条２の第２項に該当するものと認められた者とは、次の者を言います。  

○教科に関し、応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後１年以上の実務経験を有するもの。  

○教科に関し、専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その３年以上の実務経験を有するもの。  

○教科に関し、大学（短期大学を除く）を卒業した者で、その後４年以上の実務経験を有するもの。  

○教科に関し、短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後５年以上の実務経験を有するもの。  

○教科に関し、教科に関し職業能力開発促進法施行規則第４６条の規定により職業訓練指導員試験の免  

除を受けることができる者。  

（イ）一級の技能検定又は単一級の技能検定に合格した者  

（ロ）二級の技能検定に合格した者等  

 

（８）事務処理 

   訓練の実施に当たり、下記の業務を行う担当者の配置を依頼すること。 

① 訓練生の出席簿、欠席簿、訓練日誌等の管理及び座学を実施した民間教育訓練  

機関への出欠状況等報告 

② 訓練実施に関する諸手続 

③ 不慮の事故の連絡 

（９）書類の提出 

 企業実習（再委託先）事業所ごとの下記の①から③の書類を取りまとめ、上記（１）
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から（８）の内容を確認いただいた後、本校校長あてに提出し、承認を受けていただ

く。 

① 企業実習実施事業所計画一覧（様式１４） 

② 企業実習実施事業所の概要等（様式１５） 

※ 様式１５は、企業実習開始前までに提出すること 

③ 再委託による契約書の写し 

※ 契約書には実習内容、実習期間、実習時間、訓練生の管理体制について明記 

すること 

④ その他、本校の校長が必要と認める書類 

（10）その他 

① 公共職業訓練の企業実習先として明らかに適性を欠くと本校の校長が判断した場

合は、企業実習（再委託先）事業所の対象としない場合がある。 

② 企業実習先においても個人情報の取り扱いには厳守すること。 

 


